
【　付録①　】 〔　特定支出控除の見直し　〕

　【　現行　】

特　　定　　支　　出　　の　　範　　囲

　１．一般の通勤者として通常必要であると認められる通勤のための支出

　　　（通勤費）

　２．転勤に伴う転居のために通常必要であると認められる支出

　　　（転居費）

　３．職務に直接必要な技術や知識を得ることを目的として研修を受けるための支出

　　　（研修費）

　４．職務に直接必要な資格を取得するための支出

　　　（資格取得費）

　５．単身赴任などの場合で、その者の勤務地又は居所と自宅の間の旅行のために通常必要な支出

　　　（帰宅旅費）

　６．次に掲げる職務の遂行に直接必要なものとして給与等の支払者より証明がされたもの（65万円が限度）

　　　 (勤務必要経費)

 　(1) 図書費：書籍、定期刊行物その他の図書で職務に関連するものを購入するための費用

 　(2) 被服費：制服、事務服、作業服その他の勤務場所において着用することが必要とされる衣服を購入するための費用

　 (3) 交際費：交際費、接待費その他の費用で、給与等の支払者の得意先、仕入先その他職務上関係のある者に対する

　　　 接待、供応、贈答その他これらに類する行為のための支出(交際費等) 給与所得

控除額

　【　改正案　】

　○　上記１．～６．の他に、「職務の遂行に直接必要な旅費等で通常必要と認められるもの（出張費）」　を追加する。

　○　上記５．の制限（一か月４往復）を撤廃し、帰宅のために通常要する自動車を使用することにより支出する

　　　　燃料費及び有料道路の料金の額を加える。
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【　付録②　】 所得拡大促進税制の改組（賃上げ税制）

法人区分

【要件】 【要件】

①給与等支給総額：基準年度から一定割合以上増加 ①（Ａ－Ｂ）÷ Ｂ ≧ 3％

②給与等支給総額：前期給与等支給総額以上 ② 国内設備投資額 ≧ 減価償却費の総額×90％

③平均給与等支給額：前期比2％以上増加の要件に変更 　※Ａ：平均給与等支給額

【税額控除額】・・・①と②のいずれか少ない金額 　　Ｂ：比較平均給与等支給額

①（給与等支給総額(A)－基準年度の給与総額）×10％ 【税額控除額】・・・①と②のいずれか少ない金額

　＋（(A)－前期給与等支給総額）×2％ ①（雇用者給与等支給－比較雇用者給与等支給額）×15％

② 法人税額×10％ ② 法人税額×20％

≪要件①の増加要件割合≫ （注）教育訓練費の額÷比較教育訓練費※ ≧ 20％の場合

　　　①の15％は20％にアップ

　※比較教育訓練費

　　前期及び前々期の教育訓練費の額の年平均額

2% 2%

ｈ24 ｈ25 ｈ26 ｈ27 ｈ28 ｈ29

【要件】 【要件】

①給与等支給総額：基準年度から一定割合以上増加 （Ａ－Ｂ）÷ Ｂ ≧ 1.5％

②給与等支給総額：前期給与等支給総額以上

③平均給与等支給額：前期平均給与等支給額を上回る 【税額控除額】・・・①と②のいずれか少ない金額

【税額控除額】・・・①と②のいずれか少ない金額 ①（雇用者給与等支給－比較雇用者給与等支給額）×15％

①（給与等支給総額(A)－基準年度の給与総額）×10％ ② 法人税額×20％

　＋（(A)－前期給与等支給総額）×12％※ （注）次の要件を満たす場合　①の15％は25％にアップ

　※平均給与等支給額が前期比2％以上増加であることが要件 　イ（Ａ－Ｂ）÷Ｂ ≧ 2.5％

② 法人税額×20％ 　ロ 次のいずれかの要件を満たすこと

≪要件①の増加要件割合≫ 　 ⓐ 教育訓練費の額÷比較教育訓練費 ≧ 10％の場合

   ⓑ 事業年度終了の日までに中小企業等経営強化法の

　　 経営力向上計画の認定を受け、その経営力向上計画

　　 に従って経営力向上が確実に行われたものとして証

2% 2% 　　 明されること

ｈ24 ｈ25 ｈ26 ｈ27 ｈ28 ｈ29

3%

改　正　案

中小企業者

3% 3%

現行（平成29年4月1日以後開始事業年度）

中小企業者以外

5%
4%

3% 10％控除

2％控除

10％控除

12％控除



【　付録③－1　】

◆制度概要の対比表

現　　　行 特例制度（平成30年1月1日～）

① 納税猶予の対象株式 発行済議決権株式総数の３分の２に達するまでの株式 取得したすべての株式

② 納税猶予額の範囲
贈与の場合：納税猶予対象株式に係る贈与税の全額
相続の場合：納税猶予対象株式に係る相続税の80％

贈与の場合：納税猶予対象株式に係る贈与税の全額
相続の場合：納税猶予対象株式に係る相続税の全額

③ 雇用維持要件
経営承継期間内の一定の基準日における雇用の平均が「贈
与時又は相続時の雇用の８割」を下回った場合には納税猶
予は打ち切りとなります

経営承継期間内の一定の基準日における雇用の平均が「贈
与時又は相続時の雇用の８割」を下回ったとしても、その要
件を満たせない理由を記載した書類を都道府県に提出すれ
ば納税猶予は継続されます

④ 先代経営者の要件
代表権を有する又は有していた先代経営者１人から、株式を
承継する場合のみ適用対象です

複数人（代表者以外の者を含む）からの特例後継者への承
継も適用対象となります※1

⑤ 後継者の要件
代表権を有している又は代表権を有する見込みである、後継
者１人への承継のみ適用対象です

代表権を有する複数人（最大３名まで）への承継も適用対象
となります※2

⑥
納税猶予期限の確定事
由（譲渡・合併・解散等）に
該当した場合

株式の贈与時・相続時の相続税評価額を基に計算した納付
税額となります

一定の要件を満たす場合には、株式の譲渡若しくは合併の
対価の額又は解散の時における相続税評価額を基に、納付
税額を再計算し、その納付税額が当初の納税猶予額を下回
る場合、差額は免除されます

⑦
相続時精算課税制度の
適用対象者

贈与者は贈与をした年の１月１日において60歳以上の父母
又は祖父母、受贈者は贈与を受けた年の１月１日において
20歳以上の者のうち、贈与者の直系卑属等が対象です

贈与者（その年の１月１日において60歳以上）の推定相続人
以外の者（同日において20歳以上）である特例後継者も適用
対象となります

※1．承継するタイミングは同時でなくともＯＫです。特例承継期間（５年）内に、その承継に係る贈与税・相続税申告書の提出期限が到来するものに限り

　　適用対象となります。

※2．各特例後継者は、下記4点の要件を満たす必要があります。

　①　代表権を有すること。

　②　同族関係者と合わせて、特例認定承認会社の総議決権の過半数を有すること。

　③　同族内で最も多く（特例後継者が2名いる場合には上位2名以内、3名以上いる場合には上位3名以内）の議決権保有数であること。

　④　総議決権数の10％以上を有すること。

内　　容



【　付録③－2　】 改　正　案　（相続税～特例制度）

先代経営者

の死亡（
先
代
経
営
者

）

被
相
続
人

経済産業大臣の認定

会社、後継者等に関する

要件の判定

事業の継続

・代表者であること

・特例の対象となる

株式等の保有継続

・雇用の８割維持 等

株式等

「中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律」に基づく

経済産業大臣の関与

10ヶ月 5年

相続税の申告

期限

（
後
継
者

）

相
続
人
等

特例対象株式等の保有継続 等

後
継
者
の
死
亡
等

猶予税額

の免除

相続税の申告＆担保の提供 要件を満たさなくなった場合

後継者の相続税額のうち相続等に

より取得した株式の全部に対応する

相続税の全額を納税猶予

要件を満たせない理由を記載し

た書類を都道府県に提出すれ

ば納税猶予は継続される

特例対象株式等を譲渡又は贈与した場合 等

一定の要件を満たせば株式の譲渡等の対

価又は解散時の相続税評価額を基に納付

税額を再計算し、当初の納税猶予額を下

回る場合、その差額を免除

◆猶予税額の免除：「死亡」以外の場合

・会社の倒産

・後継者への贈与

・同族関係者以外の者に株式等を全部譲渡した

場合（譲渡対価等を上回る税額を免除）

特例の対象と

なる株式等

改①②

改③

改⑤ 代表権を有する複数人（最大3名）への承継

も適用対象

改⑥⑦

（注）「改」の番号は付録③-1の項目番号



【　付録③－3　】 改　正　案　（贈与税～特例制度）

株式等の全部又は

一定以上の贈与（
先
代
経
営
者

）

贈
与
者

経済産業大臣の認定

会社、後継者等に関する

要件の判定

事業の継続

・代表者であること

・特例の対象となる

株式等の保有継続

・雇用の８割維持 等

株式等

「中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律」に基づく

経済産業大臣の関与

5年

贈与税の申告

期限

（
後
継
者

）

受
贈
者

特例対象株式等の保有継続 等

先
代
経
営
者
の
死
亡
等

猶予税額

の免除

贈与税の申告＆担保の提供 要件を満たさなくなった場合

後継者の贈与税額のうち贈与

により取得した全ての株式に

対応する贈与税の納税を猶予

特例対象株式等を譲渡又は贈与した場合等

◆猶予税額の免除の場合

・会社の倒産

・同族関係者以外の者に株式等を全部譲渡した

場合（譲渡対価等を上回る税額を免除）

・先代経営者の死亡前の後継者の死亡

・先代経営者の死亡（相続税の課税対象とされ

贈与税の猶予税額は免除）特例の対象と

なる株式等

複数人（先代経営者以外を含む）からの後継者への承継も適用対象改④

改②

要件を満たせない理由を記載した

書類を都道府県に提出すれば納

税猶予は継続される

改③

一定の要件を満たせば株式の譲渡等の対価

又は解散時の相続税評価額を基に納付税額

を再計算し、当初の納税猶予額を下回る場合、

その差額を免除

改⑥⑦

（注）「改」の番号は付録③-1の項目番号


